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OUTCOME
価値創造

- 取引参加者

- 上場会社

-  グローバルな投資者、取引所、 
規制当局

 長期にわたり培った市場関係者 
との良好なネットワーク

 信頼性の高い市場運営

 2,000兆円を超す 
豊富な家計金融資産

社会・関係資本

- 株式売買システム arrowhead
-  デリバティブ売買システム 

J-GATE
-  各システムと市場利用者の皆様 
をつなぐ高信頼ネットワーク 
arrownet

  売買・清算・情報系システム、 
これらをつなぐネットワーク

  市場インフラを安定的に提供す
るためのバックアップシステム

製造資本

 広い視野・自由な発想を持つ人材 

1,193名

人的資本

-  上場制度、売買制度などの 
制度設計・運営

-  国際的な規制に準拠した指数運営、 
マーケット情報配信

- 自主規制

 取引所運営のための専門知識

知的資本

-  親会社の所有者に帰属する持分 
2,877億円※

-  配当性向60%、2021年度は 
1株当たり15円の特別配当実施

 安定的な財務基盤

財務資本

 JPXグループ環境方針の策定

 TCFDへの賛同

自然資本

数値は2021年度末時点
※ 連結財政状態計算書における「親会社の所有者に帰属する持分合計」から「違約損失積立金」を控除して算出した数値

INPUT
価値創造の源泉

BUSINESS
MODEL
事業活動

再投資

総還元性向 116.1%

ROE 15.7%
営業利益率 54.2%

 株主総利回り（TSR） 165.1% 
（注） JPX日経インデックス400（配当込み） 145.8%

財務資本

自然資本

2024年度カーボン・ニュートラルに
向けた取組み

2030年に向けた、
証券市場の運営（バリューチェーン）に係る

カーボンニュートラルの実現

 JPXワーキング・ペーパー 
発行数 5本

学術・研究活動の推進

知的資本

テクノロジー・イノベーションへの対応

人的資本

 女性管理職比率 8.1%

 育休復職率 女性100%

 年次有給休暇取得率 60.7%

 平均勤続年数 17.4年

 育休取得率 
男性 57.6%／女性 100% 
（注）2022年4月1日時点

ダイバーシティの推進・

働き方改革

 設備投資額 約153億円

製造資本

市場インフラとしての利便性・

レジリエンスの向上

社会・関係資本（豊かな社会の実現）

 新市場区分のスタート
 東証上場会社の 
時価総額 約730兆円

上場会社への資金供給機能
-  上場会社・REITによる 
年間資金調達額　約2.2兆円

- 東証の年間IPO件数　133件

-  本社所在地が東京都以外の 
国内IPO件数　45件

日本企業のガバナンス強化
-  3分の1以上の独立社外取締役 
選任会社（プライム）　92.1%

（注） 2022年7月14日時点におけるコーポレート・ガバ
ナンスに関する報告書の記載をもとに集計

企業価値向上の促進
（日本企業の価値向上）

 上場会社のESG情報 
開示支援・拡充
- コーポレート・ガバナンスコードの改訂

- 「JPX ESG Knowledge Hub」の拡充

ESG関連指数の開発

市場メカニズムを活用した

サステナビリティの推進
（サステナブルな日本の実現）

 NISA（一般・つみたて）利用者 
約1,699万口座 
iDeco加入者 約239万人 
（注）出所：金融庁、国民年金基金連合会

 資産形成に資する商品・制度の発展

-  ETF純資産残高（日銀買入分除く） 
約13.4兆円

-  ETF等の一日平均売買代金 
（レバレッジ型・インバース型商品除く） 
約554億円

-  クロスボーダー企業の年間上場件数 
3件

有効な資産運用機会の提供
（国民の資産形成への貢献）

JPXは、強固な金融市場基盤と多様な商品・サービスの継続的な提供を通じて、

市場参加者の裾野を広げ、市場の持続的な成長を実現します。

活力のある金融市場を継続的に社会に提供することで、

経済・社会全体の発展を支え、豊かな社会の実現に貢献します。

価値創造プロセス

長期ビジョン

P.21

2030年までに実現を目指す長期ビジョン

～Target 2030～

中期経営計画2024

P.23

Exchange & beyond

価値創造を支える基盤

P.61 P.71

コーポレート・ガバナンス リスク管理

P.76

内部統制システム／コンプライアンス

JPXのビジネスモデル ステークホルダーとの共創

P.09 P.39

数値等のデータは別途記載のない限り2022年3月末時点
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